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事業所の定期健康診断問診票における

メンタルヘルス質問項目の分析
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目的 定期健康診断の問診情報であるメンタルヘルスに関する問診票の内容とその活用の実態を

明らかにする。

方法 北海道内の101か所の事業所を対象に，現在使用しているメンタルヘルス問診票の使用状

況について自記式調査票による郵送調査を行った（1 次調査）。2004年10月に実施し，71件
の回答を得た（回収率70.3％）。次に，健康診断問診票の質問項目の内容を検討するために，

北海道内の 9 事業所に勤務する職員434人を対象に，自記式調査票による郵送調査を2004年
12月に行った。調査票の内容は，1 次調査で得られた 4 か所の事業所のメンタルヘルス問診

票の質問項目と日本語版 NIOSH 職業性ストレス調査票の 6 つの尺度（抑うつ，職務満足

感，身体的自覚症状，量的労働負荷，認知的要求，グループ内対人葛藤）である。327人を

解析対象とし，4 つの問診票のそれぞれの質問項目と NIOSH 職業性ストレス調査票の各尺

度との相関係数を求め，その関連を検討した。

結果 健康診断で問診票を使用していた事業所は，解析対象となった70か所のうち25か所

（35.7％）で，そのうち21か所（84.0％）は事業所で独自に作成した問診票であった。質問

項目の検討のために使用した 4 つの問診票のうち，A 問診票（23項目）は，抑うつ尺度の得

点と 9 項目，身体的自覚症状と14項目，職務満足感と 1 項目で中等度の相関（r≧0.4）があ

った。B 問診票（9 項目）は，抑うつと 6 項目，身体的自覚症状と 4 項目で中等度の相関が

あった。C 問診票（1 項目）は，抑うつ，身体的自覚症状，量的労働負荷の 3 つの尺度と中

等度の相関があった。D 問診票（1 項目）は，中等度の相関はなかったが，抑うつ尺度との

関連が一番強かった（r＝0.38）。A 問診票を除く 3 つの問診票は，職務満足感と中等度の相

関のある項目はなかった。また，4 つの問診票は何れも職場のストレッサーである認知的要

求，グループ内対人葛藤と中等度の相関のある項目はなかった。

結論 現在使用されているメンタルヘルス問診票は事業所独自で作成したものが多かった。使用

されている問診票はストレス反応については良く反映しているが，仕事の量的負荷や精神的

負荷および対人葛藤などの職業性ストレスについては十分反映されていなかった。
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Ⅰ 緒 言

近年，労働環境の急速な変化により，仕事に対

する強い不安，悩みを感じている労働者や心の健

康を害する人が増加し，職場のメンタルヘルス対

策は産業保健の重要な課題となっている1～3)。ま

た，日本の自殺の推移をみても，1998年に 3 万人

を超え，それ以降ほぼ横ばいとなり高水準で推移

し，とくに働き盛りの年代層の自殺の増加が特徴

となっている4)。自殺とうつ病は密接な関係があ

るといわれており5)，うつ病予防を中心とした心

の健康の確保対策が重要である。うつ病は早期介

入による効果が認められる疾病であることから，

欧米ではうつ病の二次予防を中心とした対策プロ

グラムが展開されている6)。また，2002年に米国

予防医療研究班によりうつ病のスクリーニングと



788788 第53巻 日本公衛誌 第10号 平成18年10月15日

その結果をフィードバックすることによる効果に

ついて報告がなされ，うつ病発見のための問診票

の重要性が強く認識されてきている7)。

1990年代に入り，職業性ストレスやメンタルヘ

ルスに対する関心は世界的に高まってきてい

る8)。職場で使用される職業性ストレス調査票は

さまざまなものが開発され活用されてきてい

る9～14)。しかし，定期健康診断におけるメンタル

ヘルスに関する問診情報の収集と活用方法に関連

した報告は少ない。また，一般の事業所では事業

所で独自に作成した問診票が用いられることが多

いが，独自に作成した問診票について正しく精神

的健康度を評価できているのかを検討した研究報

告はほとんどないことが指摘されている15,16)。

本研究は，定期健康診断の問診情報であるメン

タルヘルスに関する問診票の内容とその活用の実

態を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 調査対象とデータの収集

1 次調査として，北海道内の101か所の事業所

を対象に自記式調査票による郵送調査を2004年10

月に実施した。調査対象とした事業所は，北海道

産業看護研究会で把握している産業看護職が所属

している事業所である。回収数は71件（回収率

70.3％）で，回答が不完全であった1か所を除外

し70件を解析対象とした。対象事業所の種類は，

企業44か所（62.9％），官公庁17か所（24.3％），

学校その他 9 か所（12.8％）であった。職員数は，

100人未満が13か所（18.6％），100～999人が33か

所（47.1％），1,000人以上が22か所（31.4％），無

回答 2 か所（2.9％）であった。調査時に，従業

員を対象にした 2 次調査の協力を文書により依頼

した。

2 次調査として，1 次調査の時に調査協力の同

意が得られた 9 事業所に勤務する職員434人を対

象に自記式調査票による郵送調査を2004年12月に

実施した。調査票は，9 事業所の健康管理担当者

を通して協力の同意の得られた部署の職員に配布

した。回収は各自封筒に入れて直接研究者宛に返

送してもらった。配布数は 1 事業所50人で依頼し

たが，1 事業所のみ34人の配布数であった。回収

数は347人（回収率80.0％）で，回答が不完全な

ものを除外して327人（男性239/女性88）を解析

対象とした。対象者の年齢は，30歳未満44人

（13.5％），30歳代105人（32.1％），40歳代74人

（22.6％），50歳以上104人（31.8％）であった。

職種別では，事務職170人（53.5％），専門技術職

78人（24.5％），管理職36人（11.3％），労務作業

23人（7.2％），サービス職他11人（3.5％）であ

った。また，278人（85.8％）が正職員であった。

2. 調査票の内容

事業所を対象にした 1 次調査では，定期健康診

断におけるメンタルヘルスに関する問診票の使用

の有無を聞いた。問診票を使用している場合は，

その問診票の内容を記載するかあるいは問診票の

コピーを添付してもらった。また，メンタルヘル

ス問診票の結果の活用方法と使用している問診内

容を十分と考えているかどうかを 4 件法で質問

した。

2 次調査では，4 か所の事業所で使用している

問診票の質問項目と NIOSH 職業性ストレス調査

票の 6 つの尺度および対象者の属性（性別，年

齢，職種，雇用形態，業種）と従業員が考える心

の健康を保つための職場における効果的支援（複

数回答）を質問した。事業所で独自に作成した問

診票（以下，現問診票）の中から種類の異なる 4

か所の事業所の問診票を選択し調査項目とした。

A 問診票は，身体的自覚症状を含めた幅広い自覚

症状で構成されている問診票で，23項目で構成さ

れている。B 問診票は，主に心理的反応で構成さ

れた問診票で，9 項目で構成されている。C 問診

票と D 問診票は，ストレスの感じ方を単項目で

聞いている問診票である。これらの問診票は，そ

れぞれの項目に対し 3 段階で回答を得るものであ

った。A 問診票を使用している事業所では，さら

に勤務状況（時間外労働，不規則勤務，深夜勤務

の負担，休息・仮眠の施設，仕事の身体的負担や

精神的負担の有無）の質問も設定されていた。

職場で使用しているメンタルヘルス問診票の質

問項目が反映する内容を検討するために，信頼性

および妥当性が吟味された職業性ストレス尺度を

外的基準として用いてその関連をみた。NIOSH

職業性ストレス調査票は，米国国立職業安全保障

研究所（NIOSH）が開発した総合的な職業性ス

トレス調査票である17)。今回は，原谷らが開発

し，信頼性および妥当性が確認されている日本語

版 NIOSH 職業性ストレス調査票18)を外的基準に
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表１ メンタルヘルス問診票の結果の活用方法

n＝25

活用方法 回答数 割合（％)

産業看護職による保健指導 15 60
産業医による保健指導 13 52
メンタルヘルス対策の策定 7 28
職員への健康教育の実施 5 20
結果説明会の実施 2 8
結果を個別に文書で返す 1 4
職場単位の結果を文書で返す 0 0
その他 3 12

(複数回答)

表２ 当事業所のメンタルヘルス問診内容の評価

n＝24

問診内容をどう感じているか 回答数 割合（％)

十分な内容と感じている 0 0
まあ十分であると感じている 11 46
やや不十分と感じている 6 25
不十分と感じている 7 29
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用いた。この調査票は，職業性ストレッサー，心

身のストレス反応，健康影響および修飾要因に関

する22の尺度が含まれており，調査目的に応じて

必要なものを選ぶことができる11)。本調査では，

心身のストレス反応を測定する抑うつ尺度（20項

目，得点分布0–60），職務満足感尺度（4 項目，

得点分布 4–13），身体的自覚症状尺度（17項目，

得点分布17–85）の 3 つの尺度と職業性ストレッ

サーを測定する量的労働負荷尺度（4 項目，得点

分布 4–20），認知的要求尺度（5 項目，得点分布

5–20），グループ内対人葛藤尺度（8 項目，得点

分布 8–40）の 3 つの尺度を使用した。職務満足

感尺度以外は点数が高いほどストレス度が高いこ

とを示唆する。

今回の対象者327人における NIOSH 職業性ス

トレス調査票の内的整合性の指標であるクロンバ

ックの a 係数は，抑うつ0.84，職務満足感0.73，

身体的自覚症状0.88，量的労働負荷0.89，認知的

要求0.75，グループ内対人葛藤0.82で，原谷の調

査19)とほぼ同様の結果であることが確認された。

3. 解析方法

現問診票のそれぞれの質問項目と NIOSH 職業

性ストレス調査票の 6 つの尺度得点（抑うつ，職

務満足感，身体的自覚症状，量的労働負荷，認知

的要求，グループ内対人葛藤）のスピアマン順位

相関係数を求めて相互の関連を調べた。また，相

関係数の符号の向きを 4 つの問診票で統一するた

めに，解析するときに一部回答の選択肢の順番を

入れかえた。すべての解析は統計パッケージ

SPSS12.0バージョン for Windows を用いた。

4. 倫理的配慮

調査にあたり，北海道大学医学研究科・医学部

の医の倫理委員会の承認（平成16年 9 月）を得て

実施した。

Ⅲ 研 究 結 果

1 次調査の結果，健康診断でメンタルヘルス問

診票を使用していた事業所は，70事業所のうち25

か所（35.7％）であった。そのうち21か所（84.0％）

は事業所で独自に作成した問診票であった。事業

所で独自に作成した21の問診票の内容を研究者間

で検討した結果，主にストレス反応の心理的側面

で構成されている問診票（3 項目から12項目）と

身体的症状を含めた幅広い自覚症状で構成されて

いる問診票（17項目から49項目）に大別すること

ができた。また，1 項目でストレスに関して質問

している問診票や自覚症状の他に勤務状況を追加

して質問している問診票あるいはすべて記述式で

回答を得る形式の問診票があった。メンタルヘル

ス問診票を使用している25の事業所の問診票の結

果の活用方法を表 1 に示す。問診票の結果は，産

業看護職や産業医による保健指導に活用している

という回答が多く，それぞれ半数以上を占めてい

た。一方，メンタルヘルス対策の策定に活用して

いると回答した事業所は，7 か所（28.0％）で半

数に満たない状況であった。また，現在使用して

いるメンタルヘルス問診内容の評価を表 2 に示

す。事業所で使用している問診票の内容は「まあ

十分である」と11か所（45.8％）の事業所が回答

しているが，「やや不十分と感じている」あるい

は「不十分と感じている」を併せると半数以上の

事業所が現在のメンタルヘルス問診票の内容は不

十分であると感じていた。

2 次調査の結果を表 3 と表 4 に示す。表 3 は，

現問診票のメンタルヘルス関連の質問項目と

NIOSH 職業性ストレス調査票の各尺度得点との

関連を示している。本研究では，標本数が多いこ
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表３ 問診票の各項目と NIOSH 尺度得点との相関

n＝324

項 目 抑うつ 職務満足感 身体的
自覚症状 量的労働負荷 認知的要求 グループ内

対人葛藤

A 問診票

1. やる気が出ない 0.58*** －0.42*** 0.40*** 0.17* 0.06 0.27***
2. ゆううつだ 0.55*** －0.37*** 0.44*** 0.18* 0.15 0.28***
3. 落ち着かない 0.53*** －0.24*** 0.51*** 0.23*** 0.14 0.21**
4. 朝起きた時ぐったりした疲れを感じる 0.48*** －0.29*** 0.44*** 0.29*** 0.16 0.22**
5. イライラする 0.42*** －0.28*** 0.46*** 0.20** 0.11 0.23**
6. よく眠れない 0.40*** －0.15 0.43*** 0.07 0.12 0.12
7. 物事に集中できない 0.56*** －0.23** 0.39*** 0.21** 0.06 0.19*
8. 不安だ 0.56*** －0.25*** 0.39*** 0.15 0.11 0.26***
9. することに間違いが多い 0.42*** －0.15 0.31*** 0.21** 0.10 0.19*

10. 体の調子が悪い 0.36*** －0.17 0.48*** 0.15 0.04 0.16
11. 動悸や息切れがする 0.34*** －0.12 0.44*** 0.12 0.10 0.14
12. 以前とくらべて疲れやすい 0.33*** －0.21** 0.47*** 0.24*** 0.15 0.15
13. 頭が重かったり頭痛がする 0.23*** －0.21** 0.49*** 0.14 0.07 0.04
14. 胃腸の調子が悪い 0.25*** 0.02 0.42*** 0.07 0.04 －0.03
15. めまいがする 0.17* －0.07 0.44*** 0.09 0.01 0.02
16. 首筋や肩がこる 0.19* －0.16 0.43*** 0.17 0.09 0.08
17. 目が疲れる 0.21** －0.11 0.41*** 0.23*** 0.17 0.08
18. へとへとだ（運動後を除く) 0.30*** －0.13 0.36*** 0.29*** 0.16 0.09
19. 便秘や下痢をする 0.19* －0.10 0.34*** 0.02 0.02 0.00
20. 食欲がない 0.29*** －0.11 0.34*** 0.07 －0.04 0.07
21. からだのふしぶしが痛む 0.25*** －0.16 0.31*** 0.10 0.05 0.12
22. 腰が痛い 0.15 －0.17 0.26*** 0.04 0.09 0.03
23. 仕事中，強い眠気に襲われる 0.21** －0.06 0.25*** －0.02 －0.13 0.17*
B 問診票

1. ゆううつで気分がすぐれない 0.60*** －0.35*** 0.41*** 0.16* 0.15* 0.31***
2. 朝起きにくい，出勤がおっくう 0.45*** －0.32*** 0.43*** 0.19* 0.04 0.18*
3. イライラする 0.44*** －0.28*** 0.43*** 0.18* 0.18* 0.27***
4. 集中力や根気がない 0.46*** －0.28*** 0.34*** 0.10 0.09 0.20***
5. 仕事に対してやる気が起こらない 0.44*** －0.32*** 0.32*** 0.16* 0.04 0.28***
6. まわりの人の目が気になる 0.40*** －0.13 0.30*** 0.04 0.11 0.15*
7. 体がだるく疲れやすい 0.34*** －0.24*** 0.49*** 0.29*** 0.20*** 0.17*
8. 対人関係の問題で悩んでいる 0.37*** －0.22*** 0.31*** 0.16* 0.06 0.27***
9. 不眠が続いて苦しい 0.24*** －0.13 0.25*** 0.06 0.07 0.09

C 問診票

1. 職場で日常的にストレスを感じていますか 0.42*** －0.35*** 0.40*** 0.42*** 0.31*** 0.26***
D 問診票

2. ストレスを感じますか 0.38*** －0.19*** 0.25*** 0.34*** 0.27** 0.23***

相関係数0.4以上のものを太字で示す * P＜0.05, ** P＜0.01, *** P＜0.001
注 1）A 問診票；3 択で回答（よくある，時々ある，ほとんどない)

注 2）B 問診票；3 択で回答（毎日のようにある，ときどきある，ない)

注 3）C 問診票；3 択で回答（強く感じている，多少感じている，ほとんど感じていない)

注 4）D 問診票；3 択で回答（よく感じる，どちらともいえない，めったに感じない)
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とおよび回帰ではなく相関性をみていることか

ら，関連の度合いを決定係数や有意水準で説明・

解釈するのではなく，相関係数の大きさそのもの

を評価した。相関係数0.4以上のものを中等度の

相関がある項目として，それぞれの問診項目との

関連をみた。本論文では，相関係数0.4未満の項

目は職業性ストレスとの関連がなかったと表現し

た。A 問診票では，抑うつ尺度得点と 9 項目，職

務満足感と 1 項日，身体的自覚症状と14項目で中

等度の相関があったが，量的労働負荷，認知的要

求，グループ内対人葛藤は何れの項目とも関連が

なかった。B 問診票では，抑うつと 6 項目，身体
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表４ 従業員の考える心の健康を保つための職場

における効果的支援 n＝327

心の健康を保つための
効果的な支援内容

回答数 割合（％)

職場全体の取り組み 134 41.0
心の健康診断の実施 129 39.4
精神科医師や心理カウンセラー
による健康相談

123 37.6

心の健康に関する研修会の開催 74 22.6
産業医や保健師による健康相談 72 22.0
広報などによる啓発 27 8.3
その他 19 5.8

(複数回答)
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的自覚症状と 4 項目で中等度の相関があったが，

職務満足感，量的労働負荷，認知的要求，グルー

プ内対人葛藤は何れの項目とも関連がなかった。

C 問診票では，抑うつ，身体的自覚症状，量的労

働負荷の 3 つの尺度と中等度の相関があったが，

職務満足感，認知的要求，グループ内対人葛藤で

は関連がなかった。D 問診票では中等度の相関

のある項目はなかったが，抑うつとの関連が一番

強かった（r＝0.38）。

表 4 は，従業員が考える心の健康を保つために

効果的な支援内容を示している。メンタルヘルス

問診票に関連する「心の健康診断の実施」は，

129人（39.4％）が効果的な支援として選択して

おり 2 番目に多い回答であった。

Ⅳ 考 察

定期健康診断でメンタルヘルスに関する問診票

を使用していた事業所は約 3 分の 1 (35.7％）で，

そのうち 8 割以上は事業所で独自に作成した問診

票であった。NIOSH 職業性ストレス調査票を外

的基準としたとき，4 つの現問診票の質問項目

は，心身のストレス反応である抑うつや身体的自

覚症状については良く反映していたが，職務満足

感についてはほとんど反映されていなかった。ま

た，量的労働負荷や認知的要求（精神的負荷），

対人葛藤などの職業性ストレッサーについても反

映されていなかった。

複数の項目で構成されている A 問診票と B 問

診票は，両者とも心身のストレス反応である抑う

つと身体的自覚症状を良く反映していた。しか

し，職務満足感については，項目数の多い A 問

診票で 1 項目関連がみられていたが，それ以外の

項目では両者ともほとんど反映されていなかっ

た。職務満足感は，職業人としての自己意識や業

務の質に大きく影響すると考えられており20)，職

務満足感の低下とバーンアウトやうつ病との関連

も報告されている21)。また，両問診票の質問項目

と職業性ストレッサー尺度との関連では，量的労

働負荷や認知的要求およびグループ内対人葛藤の

いずれも反映されていなかった。しかし，A 問診

票を使用している事業所では，問診票の中に別の

独立した設問として勤務状況について質問し，仕

事量や仕事の身体的精神的負担などの職業性スト

レッサーの把握に努めていた。しかし，職業性ス

トレスの構成要素であるソーシャルサポートにつ

いては含まれておらず，問診票中で職業性ストレ

スを総合的にみるまでにはいたっていなかった。

単項目でストレスの感じ方を測定している 2 つ

の問診票は，異なる結果を示した。C 問診票は，

「職場で日常的にストレスを感じているか」を聞

いており，「強く感じている」，「多少感じている」，

「ほとんど感じていない」の 3 択で回答を得てい

る。D 問診票は，「ストレスを感じるか」という

問いで，「よく感じる」，「どちらともいえない」，

「めったに感じない」の 3 択で回答を得ている。

C 問診票は職場に限定して聞いている点で D 問

診票とは異なり，回答の選択肢の内容も異なって

いる。C 問診票は，抑うつと身体的自覚症状およ

び量的労働負荷の 3 つの尺度と中等度の相関があ

った。一方，D 問診票はいずれのストレス尺度

とも関連がなかった。職場におけるストレスを単

項目で測定するにしても，場を職場に限定し，ス

トレスを常態として認知しているかをたずねる方

が，単にストレス認知をたずねるよりストレス反

応を良く反映していると思われる。

今回の調査では，問診票の結果を産業看護職や

産業医による保健指導に活用している事業所が半

数以上を占めていた。問診票の活用はストレスの

気づきにつながり，健康障害の予防に生かすこと

ができる。また，職場のストレス要因や職場の

ソーシャルサポートなどストレスの緩衝要因を含

めてストレス状態を総合的に理解することは，個

々人のストレス対処能力を高めることにつなが

る23)。問診票の活用方法として次に多かったの

は，メンタルヘルス対策の策定であった。組織を
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対象にしたストレスマネジメントにおいても，職

場のストレッサーやソーシャルサポートの把握

は，メンタルヘルス対策を推進する上で重要な情

報となる。一方で本調査では，メンタルヘルス問

診票を使用していた事業所のうち，半数以上は現

在の問診票の内容は不十分と回答していた。ま

た，心の健康を保つための職場における効果的な

支援として，従業員は心の健康診断の実施を 2 番

目にあげていた。働く人自身が，自分の過剰スト

レス状態を知り早期に対処する意義を感じている

といえる。うつ病や自殺など心の健康問題を予防

するためには，職業性ストレスを総合的に把握で

きる有用な問診内容の検討と同時に効果的な活用

についても検討する必要がある。

最後に，今回の分析で用いた問診票は産業看護

職が配置されている 4 事業所のものであり，事業

所全体を代表した結果とは言えない。また，職業

性ストレスは，年齢や性別あるいは職種などによ

って違いがあることが推測されるため，今後は対

象数を増やして職場環境や属性による違いについ

ても検討していく必要があると考える。

Ⅴ 結 語

北海道内の産業看護職が配置されている事業所

の35.7％で定期健康診断時にメンタルヘルスに関

する問診票を使用しており，そのうち84.0％が事

業所で独自に作成した問診票を使用していた。北

海道内の事業所で独自に作成されたメンタルヘル

スに関する問診票の項目は，心身のストレス反応

である抑うつや身体的自覚症状についてはよく反

映していたが，職場のストレス要因である仕事の

量的負担や精神的負担，あるいは人間関係による

葛藤などについてはあまり反映していなかった。

メンタルヘルス対策を推進するためには，項目を

十分吟味のうえ問診票を作成し活用することが必

要と思われる。

本調査にご協力頂いた事業所の皆様ならびに従業員

の皆様に心から感謝申し上げます。また，NIOSH 職業

性ストレス調査票の使用にあたり，快く資料をご提供

くださいました原谷隆史先生（産業医学総合研究所主

任研究員）に深謝いたします。なお，本研究は平成16
年度北海道大学医学部保健学科研究助成金を受けて行

われ，平成17年度日本公衆衛生学会総会においてその

要旨を発表した。

（
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採用 2006. 9.25)
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